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労働基準関係法令のポイント
～働き方改革やトラブル事例を中心に～



2021年4月1日１ 働き方改革とは

２ 労働時間の上限規制

３ 年次有給休暇

４ 労働条件明示のルールが変わりました

今日のポイント
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「働き方改革」は、「少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少」「育児や
介護との両立など、働く方のニーズの多様化」等の課題の解決のため、
働く方の置かれた個々の事情に応じ、多様な働き方を選択できる社会を
実現し、働く方一人ひとりがより良い将来の展望を持てるようにするこ
とを目指しています。

１ 働き方改革とは

時間外労働の上限
◇原則
月45時間、年360時間
◆臨時的な特別な事情がある場合
年720時間、
単月100時間未満
（休日労働含む）
複数月平均80時間
（休日労働含む）
を限度に設定する必要がありま
す。
＊業種によっては別の規制があ
ります。

10日以上の年次有給休
暇が付与される全ての
労働者に対し、
毎年５日、時季を指定
して有給休暇を与える
必要があります。

同一企業内において、
正社員と非正規社員
（パートタイム労働者、有
期雇用労働者、派遣労働
者）の間で、基本給や賞与
などの個々の待遇ごとに不
合理な待遇差が禁止されま
す。

時間外労働の
上限規制

年次有給休暇の
確実な取得

正社員と非正規社員
の間の不合理な
待遇差の禁止



２ 労働時間の上限規制
（１）上限規制とは
①2020年4月適用開始（中小企業。大企業は2019年から）
②労働時間の原則は

1日 8時間
1週 40時間

③時間外労働は36協定を締結し
月 45時間
年 360時間 が原則

④臨時的な特別な事情があって労使が合意する場合でも
時間外労働 年720時間
時間外労働＋休日労働 月100時間未満

2～6か月平均80時間以内
⑤月45時間を超えられるのは年6か月まで

（太字が改正のポイント）



①1日当たりの残業時間を減らす

②休日出勤を減らす

③年次有給休暇等休暇の取得日数を増やす

２ 労働時間の上限規制
（２）取り組み方法

（３）取り組み事例
■働き方改革特設サイト CASE STUDY
中小企業の取り組み事例
https://hatarakikatakaikaku.mhlw.go.jp/casestudy/

労働時間の適正な把握が第一歩になります。
適切に時間管理ができているか
こちらも確認をしてください。

年休は5日（いつか）取ろう
ではなく、

取りたい時期に取得できる
環境づくりを︕

https://hatarakikatakaikaku.mhlw.go.jp/casestudy/
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３ 年次有給休暇
よくある相談

年休を取りたいと言ったら「一人前になってからだろ」と言われて
全く取らせてもらえません

年休を取りたいと言ったら「もう5日はとっただろう」と言われて、
法定の日数を取らせてもらえません

退職までの2週間全部年休を取って休むという。
勝手にやめて年休まで取るなんて。

こんなわがままを認めなくちゃいけないのか。

うちの会社は計画年休もあり、全部有休を取らせたはずなのに
「足りない」と言ってくる。

法定通り年休を取らせていたら会社が回らない。所定労働日を増やして、そ
の分を計画年休に充てることにしたい。

なかなか労働者が年休を取ってくれないので、5日の取得の達成ができな
かった。労働者の自由に取らせないといけないから、時季指定はしていない。



４ 労働条件明示のルールが変わりました

1分の説明動画もあります→


